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第１　はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 

　誰もが犯罪等の被害に遭う可能性があり、その被害は心身への直接的な被

害だけでなく、長期間にわたる精神的、経済的苦痛など、多くの被害を受け

るため、犯罪被害者等の支援に関する施策を講じることにより、その権利利

益の保護を図り、誰もが安心して暮らすことができる社会の実現が求められ

ています。 

国においては、犯罪被害者等の権利利益の保護を図ることを目的に平成 16

年 12 月に犯罪被害者等基本法（以下「基本法」という。）が制定され、犯罪

被害者等に対する支援等に関し、国、地方公共団体及び国民の責務が明記さ

れました。平成 17 年 12 月には施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

犯罪被害者等基本計画が策定され、令和８年３月策定の第５次計画まで、４

回にわたる改定を経ながら、各種の施策が進められています。 

高知県でも、県、市町村、民間支援団体などの関係機関が一層の連携を図

り、必要な支援を被害直後から途切れることなく行うことができる体制を構

築し、犯罪被害者等を支えることにより、誰もが安心して暮らすことができ

る社会の実現を目指して、令和２年４月に高知県犯罪被害者等支援条例（以

下「県条例」という。）が施行され、令和３年３月には、支援の充実を図るた

め、高知県犯罪被害者等の支援に関する指針（以下「指針」という。）を策定

し、犯罪被害者等の支援に関する施策（以下「支援施策」という。）を総合的

かつ計画的に推進してまいりました。 
指針の策定から５年以上を経過し、多機関ワンストップサービスの運用開

始などの支援施策を巡る動きを踏まえ、内容の一部見直しを行うこととしま

した。 
 
 
 
 

 

 

 用語の定義（県条例第２条から抜粋） 

(１)　犯罪等 
犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

(２)　犯罪被害者等 
犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族をいう。
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第２　指針の性格等 
１　指針の性格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　この指針は、県条例第 21 条第１項に基づき、犯罪被害者等の支援を総合

的かつ計画的に推進するため、高知県の犯罪被害者等に対する支援の基本的

な考え方や適切な支援を実施するための施策の方向性、総合的な体系を示す

ものです。 
また、平成 27 年９月に開催された国連サミットにおいて、「持続可能な開

発のための 2030 アジェンダ」が採択され、令和 12 年（2030 年）を年限と

する「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals。 略称 SDGs）

が設定されたことから、本指針は、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性

と包摂性のある社会の実現という SDGs の理念に則り、17 あるゴールのうち

「16　平和と公正をすべての人に」及び「17　パートナーシップで目標を達

成しよう」を見据えたものとします。 

 

 

 

 

 

 
２　指針の検証　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
支援施策の実施状況等は、県条例に基づき高知県犯罪被害者等支援推進

会議（以下「推進会議」という。）において検証するとともに、適宜公表す

るものとし、支援施策の改善を図っていきます。 

 
 

３　指針の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
県は、犯罪被害者等を取り巻く環境の変化や、国の犯罪被害者等基本計

画の変更・指針に基づく施策の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて指針の

見直しを行うものとし、指針の変更に当たっては、推進会議の意見を聴く

ほかの適切な措置をとることとします。 
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第３　基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　１　基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　県条例第３条の基本理念に基づき、犯罪の被害に遭われた方々に必要な支

援を被害直後から途切れることなく提供することができる体制を構築し支え

ることで、誰もが安心して暮らすことができる地域社会をつくるために、次

の二つの基本方針を設定します。 

 

 

犯罪等による心身への直接的被害だけでなく、再び被害を受けるのでな

いかという不安や恐怖、長期間に渡る精神的・経済的苦痛、困難となる日

常生活の維持、周囲の無理解による二次被害など、犯罪被害者等が抱える

問題は深刻かつ多様です。 

県は、犯罪被害者等の支援の充実に向け、医療、福祉、雇用、居住、教

育など様々な分野での施策を総合的に策定するとともに、こうした問題の

多様性と深刻性を踏まえ、これらの施策や制度を柔軟に活用し、国、市町

村、民間支援団体及び関係機関等と連携して支援に取り組んでいきます。 

また、支援施策のより効果的な活用を促すため、様々な相談機関におい

て、支援施策に関する必要な情報を犯罪被害者等に提供していくとともに、

相談機能の強化を図っていきます。 

 

 

犯罪被害者等が、再びそれぞれの平穏な暮らしを取り戻せるように配慮

していくことは、社会全体として取り組むべき課題です。県民一人ひとり

が犯罪被害者等への無理解や偏見による二次被害をなくし、犯罪被害者等

の視点に立った支援を社会全体で実施していくことが必要であり、犯罪被

害者等を支える地域社会づくりを着実に推進していくことが重要です。 

県では、県民の理解の増進のための広報・啓発や教育の充実を図るとと

もに、犯罪被害者等を支援する人材の育成及びその拠点となる民間支援団

体への支援に取り組んでいきます。 

 

 

 （１）犯罪被害者等が安心して暮らすことができるように

 （２）犯罪被害者等を支える地域社会づくりのために
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　２　重点課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　二つの基本方針の下、県条例で定められた基本的な施策に基づき、次のと

おり 10 の重点課題を設け、支援施策を総合的かつ体系的に推進します。 

　 

　（１）相談窓口の設置、情報の提供等 

（２）経済的負担の軽減 

（３）日常生活の支援 

（４）心身に受けた影響からの回復 

（５）安全の確保 

（６）居住の安定 

（７）雇用の安定等 

（８）県民の理解の増進 

（９）人材の育成 

（10）民間支援団体に対する支援 
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３　支援施策の体系　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
指針の具体的施策は、二つの基本方針と 10 の重点課題の下、次のような体

系とします。 

 
 

 

（１）相談窓口の設置、情報の提供等〔第10条〕
ア 被害初期における迅速な相談支援

イ 犯罪被害者等支援に特化した相談支援

ウ 性犯罪被害に関する相談支援

エ 犯罪被害者の属性に応じた相談支援

オ 各種犯罪被害に関する相談支援

（２）経済的負担の軽減〔第11条〕
ア 犯罪被害者が受けられる経済的支援制度の情報提供等

イ 犯罪被害給付制度の運用

ウ 公費負担制度の活用

エ 新たな経済的支援制度

（３）日常生活の支援 〔第12条〕
ア  民間支援団体による支援

イ 保護施設における一時保護、自立支援、生活支援等

ウ 市町村と連携した支援制度の活用

（４）心身に受けた影響からの回復〔第13条〕
ア 保健医療サービス及び福祉サービスの提供

イ 教育現場における支援、相談体制の充実等

ウ 警察による支援及び情報提供等

（５）安全の確保〔第14条〕
ア 施設における一時保護の実施

イ 児童虐待の防止・早期発見のための体制整備等

ウ 犯罪被害者等に関する個人情報の保護に配慮した地域における

  犯罪発生状況等の情報提供の実施

エ 警察における再被害防止措置の推進

オ 警察における保護対策の推進

カ 犯罪被害者等に関する情報の保護

キ ストーカー事案への適切な対応

（６）居住の安定〔第15条〕 ア 一時保護

イ 優先入居

ウ 転居

（７）雇用の安定等〔第16条〕
ア 事業主等の理解の増進等

イ 雇用の安定

1

 
犯

罪

被
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等

が

安

心

し

て

暮

ら

す

こ

と

が

で

き

る

よ

う

に

【基本方針】　　　【重点課題】　　　　　　　【具体的施策】 

 

経済的支援制度
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【基本方針】　　　【重点課題】　　　　　　　【具体的施策】

（１）県民の理解の増進〔第17条〕
ア 犯罪被害者等支援に関する広報の実施

イ 犯罪被害者週間等の集中した広報・啓発事業

ウ 教育現場における人権教育の実施

エ 二次被害の防止の促進

（２）人材の育成〔第18条〕
ア 関係団体に対する研修の充実等

イ 職員等に対する研修の充実等

ウ 指定被害者支援要員制度の活用

エ 警察における犯罪被害者等支援に携わる職員等への研修の充実

（３）民間支援団体に対する支援〔第19条〕 ア 民間支援団体に対する支援の充実

２

犯

罪

被

害

者

等

を

支

え

る

 

地

域

社

会

づ

く

り

の
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第４　推進体制等 

１　関係機関との支援連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　 
県条例第 20 条の規定に基づき、国、市町村、民間支援団体その他の関係機

関と連携し、相互に協力して犯罪被害者等の支援を推進するためには、関係機

関との情報共有や支援強化に向けた体制の整備が必要です。 
このため、警察が県域で設置する高知県被害者支援連絡協議会及び警察署単

位とする被害者支援連絡協力会において、各構成員が情報を共有し、関係機関

相互の連携、協力を推進しています。 
さらに、従来の連携体制に加えて、多機関ワンストップサービス（犯罪被害

者等がいずれかの機関・団体に相談や問合せを行えば、その機関・団体を起点

として、県に配置した犯罪被害者等支援コーディネーターに情報が集約され、

コーディネーターによる調整のもと、関係機関・団体から犯罪被害者等のニー

ズに応じた支援が一元的に提供される仕組み）により、犯罪被害者等が必要と

している支援を途切れることなく提供していけるよう、県全体で犯罪被害者等

支援施策が推進されるよう努めます。 

 
 

２　市町村との連携、協力の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
　　犯罪被害者等が平穏な暮らしを取り戻すためには、医療、保健、福祉等の生

活に密着したサービスを提供する市町村の果たす役割が大きいため、市町村犯

罪被害者等支援担当課長会等を通じた、市町村の犯罪被害者等支援推進に役立

つ情報提供、意見交換等を行い、犯罪被害者等支援に県内全域で取り組むこと

ができるよう、県、市町村の連携、協力を推進します。 
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３　高知県における犯罪被害者等支援連携イメージ　　　　　　　　　　　　 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

～犯罪被害者がどの機関に相談しても必要な支援が提供できる連携体制～

犯　罪　被　害　者　等

相 談 必 要 な

支 援 の

提供

県の支援を担う機関による支援体制

警　　察 
 
 
 
 

・総合相談窓口のほか被害者

のニーズに応じた相談窓口
の設置（犯罪被害者ホット

ライン、性犯罪・ＤＶ・ス
トーカー等相談電話、ヤン
グテレホン等） 

・専門員によるカウンセリング 

知事部局 
（犯罪被害者等支援 

相談窓口） 
 
　 

・専任の相談員による電話相

談、面接相談 
・総合的な調整（庁内関係課・

関係機関との調整） 
・機関内ワンストップサービス

の実施　等

こうち被害者支援センター 
 
 

 
 

・支援員による電話相談、面接相談 
・被害者支援センターによる支援を

希望する方への付添い（病院、警

察の事情聴取や届出、刑事裁判、
裁判の傍聴、証言、意見陳情の出
廷時、雇用主との話し合いの場

等） 
・捜査を希望しない被害者等（性暴

力被害者）への支援（医療費、弁

護士相談）等

・法的なアドバイスを受けたい　　・損害賠償請求をしたい　　・医療処置を受けたい 
 

・進学の資金に困っている　　　　・生活資金に困っている　　・いじめられている 
 

・学校に進学できない　　　　　　・こどもを預けたい　　　　・子育てのサポートを受けたい 
 

・受けられる福祉制度や手続きが解らない　　　　　　　　　　・自宅から避難したい 
 

・転居したい　　　　　　　　　　・精神的につらい　　　　　・体調が悪い 
 

・雇用主が理解してくれない　　　・休暇が取れない　　　　　・再被害に遭わないか不安 
 

・加害者がどうなったか知りたい

連　携

国  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 

労働局等（雇用保
険、休暇制度の促進
等）

検察庁、裁判所　等
（被害者連絡制度、
再被害防止のための
釈放予定等の通知、
公判記録の閲覧等）

関係部局 
 

  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

・一時保護施設、県営住宅等

（県営住宅優先入居、一時保
護等） 

・福祉保健所等（高齢者・障害

者等支援） 
・精神保健福祉センター等（心
理カウンセリング等） 

・児童相談所等（子育ての悩
み、一時預かり、子育て支援
等） 

・教育委員会、心の教育センタ
ー等（修学支援、不登校、い
じめへの対応等） 

・労働委員会（雇用関係に係る
支援等）　等

市町村  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

・子育て支援担当課
等（子育ての悩み、
一時預かり、子育て
支援　等） 

・住宅担当課等（公営
住宅優先入居等） 

・障害福祉担当課等
（障害者手帳の交
付、障害者福祉サー
ビス、年金受給等） 

・教育委員会（不登
校、いじめへの対応、
修学支援等）　等

関係機関 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 

高知弁護士会、日本司
法支援センター（法テ
ラス）、司法書士会（無
料の法律相談等）

高知県産婦人科医会、
各協力医療機関等 
（処置、証拠採取等）

社会福祉協議会等 
（貸し付け、給付金
等、高齢者・障害者
のホームヘルプサー
ビス）　等
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【支援の対象】 
次のいずれにも該当する場合 

・殺人、強盗致死傷、性犯罪、ひき逃げなど、「高知県犯罪被害者等支援調整会議設置要綱」

第２条第３項に規定する犯罪行為の被害者等であること 
・複数の機関・団体による支援が必要とされ、かつ、関係機関等への情報の提供に被害者等

の同意が得られること

コーディネーターが必要と認める 
機関・団体

支援調整会議 
（事案や場合に応じて） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～多機関ワンストップサービスによる支援～

犯罪被害者等

相談受理機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
（
県
）

県警察

県

市町村

こうち被害者 
支援センター

民間被害者 
支援団体

県警察

県 
（コーディネーター）

こうち被害者 
支援センター

市町村

福祉 
関係機関

弁護士 検察庁

①相談

②情報集約

（※）

⑤支援計画の説明

④支援計画の作成、 
支援調整会議の 
開催

⑥支援の提供

⑦支援の進捗確認、

支援計画の見直し

・犯罪被害者等のニーズを踏まえた支援を取りまとめ 
・支援を実施する際の機関・団体間の調整など、支援全体をハンドリング

③ニーズの把握

（コーディネーターが必要と認める機関・団体）

など
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第５　重点課題に係わる具体的施策 
１　犯罪被害者等が安心して暮らすことができるように 
（１）相談窓口の設置、情報の提供等（第 10 条）　  

 
○現状と課題 
犯罪被害者等は、被害直後のパニック状態の中、何をして良いか分らな

い状態に陥りやすく、多岐にわたる行政を始めとした関係機関・団体の相

談窓口を知ることもできずに必要な支援を受けられないなどの不利益を被

る場合があります。 
犯罪被害者等が、安心して暮らすことができるようになるために、犯罪

被害者等が望む場所で、必要なときにいつでも、情報の入手や相談ができ、

必要な支援を受けられる必要があります。 
○施策の方向性 
犯罪被害者等が１日も早く安心して暮らすことができるようになるため

には、被害直後の早い段階からのきめの細かい、寄り添った相談を受ける

ことのできる体制が必要です。 
被害の状況に応じた各分野の相談体制の充実と関係機関の密接な連携を

進めていき、途切れることのない支援体制の充実を図ります。 
令和２年４月からは県民生活課に犯罪被害者等支援相談窓口を設置し、

支援の調整を図っています。 

 
 

ア　被害初期における迅速な相談支援 
　　　犯罪被害者等が最も支援を必要とする被害直後において、高知県、警

察、市町村、こうち被害者支援センターが十分な連携を図るとともに、

犯罪被害者等が必要とする情報を得られるよう、犯罪被害者等支援に関

する具体的な情報の周知に努めます。 
また、特に二次被害のおそれが大きいなど緊急な対応が必要であると

認められる事案について、日本司法支援センターや弁護士会と十分な連

携を図るとともに、弁護士相談など必要な支援を調整し、迅速に提供す

る体制を構築します。　 
【警察、県民生活課】 
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イ　犯罪被害者等支援に特化した相談支援  
（ア）犯罪被害者等支援相談窓口及び総合的対応窓口  

犯罪被害者等の支援を効果的に行うために県に相談窓口を設置し、専

任の相談員が犯罪等の被害に関する相談を受け、個々の相談内容に応じ

た必要な情報を提供し、庁内関係課や関係機関との調整など総合的な被

害者支援に取り組みます。複数の機関による支援が必要と考えられる事

案については、県に配置した犯罪被害者等支援コーディネーターを中心

に、一元的な支援を提供します（多機関ワンストップサービス）。また、

県内各市町村に設置されている総合的な対応窓口の担当部局・連絡先を

県のホームページに掲載するなど情報提供に努めます。あわせて、相談

窓口の職員向けに作成した「犯罪被害者等支援ハンドブック」について、

被害者の実状も踏まえ定期的に更新し、市町村や関係機関に配布して相

談対応の充実を図ります。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【県民生活課】 

 
（イ）民間支援団体における相談対応等 

犯罪被害者に係る電話・面接相談、広報啓発活動に関する業務を「こ

うち被害者支援センター」に委託するとともに、「犯罪被害者等早期援

助団体に対する情報提供制度」に基づき、同センターと連携して途切

れのない支援を行います。 
【警察】 

 
（ウ）日本司法支援センター（法テラス）等との連携と情報提供 

日本司法支援センターとの連携を図り、犯罪被害者等法律援助制度の

活用による無料法律相談や弁護士による代理援助、民事法律扶助制度、

日本弁護士連合会が行う犯罪被害者法律援助、被害者参加人のための国

選弁護制度等による無料法律相談や弁護士費用の負担軽減について周知

に努めます。 
【警察、県民生活課】 

 
（エ）警察における相談体制の充実 

全国統一の相談専用電話「＃9110 番」、性犯罪被害相談電話全国共通

番号「#8103（ハートさん）」、少年相談に関する相談窓口等個別の相談

窓口の設置、性犯罪相談窓口への女性警察職員の配置、交通事故被害者

からの適切な相談受理等の相談体制の充実を図ります。また、犯罪被害
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者等の住所地や匿名、実名にかかわらず相談に応じるとともに、犯罪被

害者等の要望に応じて、高知県被害者支援連絡協力会及び各警察署単位

の被害者支援連絡協力会に参画する関係機関・団体に関する情報提供や

これらへの引継ぎを行うなど、犯罪被害者等がより相談しやすく、より

負担が少なくなるような対応を行います。 
【警察】 

 
（オ）警察と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び情報提供 

の充実 
高知県被害者支援連絡協力会及び各警察署単位の被害者支援連絡協

力会の設置目的について、各構成員が共有し、関係機関・団体が果たす

べき役割を明確にするとともに、研修会や具体的事例を想定したシミュ

レーション訓練を実施するなどして事案への対応能力の向上を図ります。

また、犯罪被害者等支援に係る機関・団体との連携を強化するとともに、

それらの機関・団体等における犯罪被害者等支援のための制度等につい

て犯罪被害者等に情報提供を行います。 

【警察】 

 
（カ）犯罪被害者等早期援助団体に対する情報提供の充実 

「犯罪被害者等早期援助団体に対する情報提供制度」を積極的に運

用し、犯罪被害者等の精神的負担の軽減に努めます。 

【警察】 

 
（キ）「被害者手帳」の作成・交付及び支援経過の「カルテ化」の実施  

犯罪被害者等の要望や置かれている状況等を記録して、新たに訪れる

機関の支援担当者と共有することで、説明の負担を軽減すること等に活

用できる「被害者手帳」やパンフレット等を作成し、内容の充実を図る

とともに、犯罪被害者等への迅速な提供に努めます。 
また、多機関ワンストップサービス等による支援が必要な犯罪被害者

等の支援記録を保管して、支援経過・内容を適切に把握するとともに、

再相談があった際の円滑な対応にも資する「カルテ化」の実施等、犯罪

被害者等への中長期的な支援も見据えた環境整備、犯罪被害者等の利便

性向上のための取組について、犯罪被害者等の心理的負担等に配意しつ

つ進めていきます。 
【警察】 
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（ク）海外における高知県に関係する邦人の犯罪被害者等に対する情報提

供等 
関係機関・団体と連携し、海外における高知県に関係する邦人の犯罪

被害に関する情報の収集に努め、適切な支援活動を実施します。 
【警察】 

 
ウ　性犯罪被害に関する相談支援 
（ア）民間支援団体における相談対応等 

　ワンストップ支援センター（性暴力被害者サポートセンターこう

ち）の運営を委託し、性犯罪・性暴力被害者等に対して電話・面接相

談、付き添い支援、情報提供等のきめの細かい支援を被害直後から行

うことができるように努めます。 
【県民生活課】 

 
　 （イ）性犯罪被害者による情報入手の利便性の拡大 

性犯罪被害相談電話全国共通番号「#8103（ハートさん）」等の相談窓

口に関する広報を効果的に実施し、性犯罪被害者が情報を入手する際の

利便性の拡大に努めます。また、事件化を望まない性犯罪被害者に対し

ても、「性暴力被害者サポートセンターこうち」による支援の内容等を十

分に説明し、早期に支援を受けることができるよう努めます。 
【警察】 

 
エ　犯罪被害者の属性に応じた相談支援 
（ア）全般 
ａ　人権啓発センターにおける相談対応等 

人権に関する相談窓口として必要な助言を行うとともに、専門相談

機関等へ的確に引き継ぐよう連携を図ります。 
【人権・男女共同参画課】 

 
（イ）女性等 
ａ　女性相談支援センターにおける相談対応等 

様々な悩みを持つ女性や、配偶者等からの暴力（DV）被害の相談を受

けて必要な助言等を行います。また、関係機関と連携し、緊急時につい
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ても適正かつ効果的な一時保護に努めます。さらに、自立した生活につ

ながるよう、関係機関と連携し支援を行うとともに同伴児に対しては、

就学支援を行うなど、支援の充実に努めます。 
【人権・男女共同参画課】 

 
ｂ　こうち男女共同参画センター「ソーレ」における相談対応等 

女性一般相談、女性専門相談（法律、心理）、男性悩み相談の各窓口で

様々な相談に応じます。潜在的な DV 相談者の早期発見に努めます。 
【人権・男女共同参画課】 

 
（ウ）子ども、児童生徒 
ａ　児童相談所における相談対応等 

子どもに関する相談支援に適切に対応できるよう、児童相談所職員

の専門性の強化を図ります。また、市町村による児童家庭相談対応へ

の支援や市町村間の連絡調整、情報提供等の援助を行うなど、市町村

の相談体制の充実を図ります。 

夜間・休日の電話相談員を配置し、24 時間 365 日の相談対応を行い

ます。 
【子ども家庭課】 

 
ｂ　ひとり親家庭等支援センターにおける相談対応等 

ひとり親の支援制度、手当や助成金、子どもの学費等に対する貸付

制度、親権や養育費など様々な相談等の対応を行います。また、役所

等で様々な手続きを行うに当たっての同行支援も行います。 
【子ども家庭課】 

 
ｃ　心の教育センターにおける相談対応等 

犯罪被害者等を含む児童生徒からの相談等について、来所相談や出張

相談、電話、メール、LINE 等の相談により、適切に対応します。ま

た、県内全児童生徒を対象に、電話相談カードや、相談チラシを配布

し、相談窓口の周知に努めるとともに、教員等への教育相談研修を実施

し、相談対応能力の向上を図ります。　 
教育相談関係機関連絡協議を開催し、支援を必要とする児童生徒への

対応等について情報の共有をします。 
【心の教育センター】 
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ｄ　スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置 
犯罪被害者等である児童生徒及びその保護者への心理面や福祉面の適

切な支援を行うために、スクールカウンセラー及びスクールソーシャル

ワーカーの配置等を拡充し、学校における相談体制の充実に努めます。

さらに、教職員と専門スタッフや関係機関との連携強化に努め、支援の

充実を図ります。 
【人権教育・児童生徒課】 

 
ｅ　警察における被害少年等が相談しやすい環境の整備　 

少年サポートセンターや各警察署の少年係等において、関係機関へ

の十分な引継ぎを含め、年少者である相談者の特性に十分配慮した対

応をします。また「ヤングテレホン」等の少年に関する相談窓口の周

知に努め、被害少年が相談しやすい環境の充実を図ります。 
【警察】 

 
（エ）外国人 

ａ　刑事手続等に関する情報提供の充実 
刑事手続や少年保護事件の手続きのほか、関係機関・団体による犯罪

被害者等のための制度等を分かりやすく取りまとめた、外国語版「被害

者の手引」について、必要に応じて、その内容の充実、見直しを図りつ

つ、確実な交付に努めます。 
【警察】 

 
ｂ　高知県外国人生活相談センターにおける相談対応等 

高知に住む外国人の方の生活相談に多言語（英語、中国語、韓国

語、タガログ語、ベトナム語等）で対応します。 
【国際交流課】 

 
（オ）傷病者及び障害者 
ａ　医療安全支援センターにおける相談対応等 

医療に関する患者等からの相談等に対応する「医療安全センター」

について、県のホームページ等で周知に努めます。また、患者等から

の相談内容について、必要に応じて医療機関等への情報提供を行いま

す。 
【医療政策課】 
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ｂ　障害福祉制度についての周知 

障害福祉サービスや相談窓口をまとめた冊子「障害福祉のしおり」

を作成し、当事者や支援者、関係機関などに配布するとともに、ホー

ムページに障害福祉サービスの制度や関係情報を随時掲載し、制度の

周知に努めます。 
【障害福祉課】 

 
オ　各種犯罪被害に関する相談支援 
（ア）交通事故相談所における相談対応等 

交通事故の被害者等からの相談に応じ、保険請求や損害賠償請求制

度の概要の説明、自動車事故対策機構（NASVA)等の各種相談窓口の

紹介等を実施するとともに、刑事手続等の相談があった場合、警察、

検察、法テラス、日弁連交通事故あっせんセンター等を案内します。 
【県民生活課】 

 
（イ）消費生活センターにおける相談対応等 

消費者利益の擁護を図るとともに、悪質商法や不当な取引行為によ

る消費者被害の救済を図るために、専門的な知識を有する相談員が必

要な助言等を行います。 
【県民生活課】 
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（２）経済的負担の軽減（第 11 条）　  

 
○現状と課題 
多大な損害を被った犯罪被害者等が、自ら加害者に損害賠償の請求を行っ

ても、十分な補償を期待できないことがあります。また、犯罪被害者等は、

犯罪に遭ったその時点で受ける損害だけでなく、働き手を失ったことによる

収入の途絶や長期の療養のための費用負担などによる経済的困窮に苦しむこ

とも少なくありません。 
こうした経済的負担は、犯罪被害者等の精神的・身体的被害の回復にも悪

影響を及ぼし、回復を困難にするばかりではなく、更に悪化させる要因にな

ります。 
○施策の方向性 
国の経済的支援施策には、犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者

等の支援に関する法律に基づき制定された「犯罪被害給付制度」等がありま

す。 
こうした制度に加えて、県では、経済的支援施策の充実を図るため、新た

に転居費用の補助制度などを設けるなど、一層の支援の充実に向けて取り組

んでいきます。 

 
ア　犯罪被害者等が受けられる経済的支援制度の情報提供等 
（ア）医療保険の円滑な利用の周知 

被害者が保険診療を求めた場合、加害者の署名が入った損害賠償誓

約書等の有無にかかわらず、保険給付が行われる旨を国民健康保険及

び後期高齢者医療の保険者への周知に努めます。 
【国民健康保険課】 

 
（イ）損害賠償請求制度等に関する情報提供の充実 

損害賠償請求制度等の犯罪被害者等の保護・支援のための制度の概要

について紹介した冊子、パンフレット等の内容を充実させるとともに、

これらを県警察本部、各警察署、運転免許センターの窓口等来訪者の目

に触れやすい場所に備え付けたり、各種会合の機会や各種広報媒体を活

用して、制度の周知を図ります。 
【警察】 
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（ウ）暴力団犯罪による被害の回復の支援 

　暴力追放高知県民センター、高知弁護士会民事介入暴力対策委員会等

との連携を強化し、暴力団犯罪の被害者による損害賠償請求に対する支

援等の充実に努めます。 

【警察】 

 
（エ）日本司法支援センター（法テラス）等との連携と情報提供（再掲） 

日本司法支援センターとの連携を図り、民事法律扶助制度の活用や日

本弁護士会連合会が行う犯罪被害者法律援助、被害者参加弁護士制度の

活用による弁護士費用及び損害賠償請求費用の負担軽減や無料法律相談

の活用について周知に努めます。 
【警察、県民生活課】 

 
（オ）障害者に対する福祉制度・サービス等の周知  

障害のある犯罪被害者等に係わる方を対象とした県税の減免手続や

各種割引制度について周知を行います。 
【税務課、障害福祉課】 

 
イ　犯罪被害給付制度の運用  

様々な機会や媒体を利用し、犯罪被害給付制度の周知を図るとともに、

制度の対象となり得る犯罪被害者等に対しては、犯罪被害給付制度に関

する権利や手続きについて十分な説明を行い、事案の内容に即した迅速

な裁定に努めます。また、公益財団法人犯罪被害救援基金とも連携し、

同基金が行う支援金支給事業による犯罪被害者等の救済に努めます。 
【警察】 

 
ウ　公費負担制度の活用 
（ア）性犯罪被害者の医療費公費負担制度 

ワンストップ支援センター（性暴力被害者サポートセンターこう

ち）の運営を委託し、性暴力被害に遭っても警察に相談できない被害

者に対して、緊急避妊、人工妊娠中絶、初診料、診断書料、性感染症

等の検査費用等の医療費を公費で負担します。 
【県民生活課】 

 
性犯罪被害者の緊急避妊、人工妊娠中絶、初診料、診断書料、性感染
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症等の検査費用等の医療費を公費で負担します。 
【警察】 

 
（イ）精神科医等による診察に係る医療費の公費負担制度 

精神科医等による診察に係る医療費を公費で負担します。 
【警察】 

 
（ウ）医療費や司法解剖後の遺体搬送費等に対する公費負担制度 

身体犯被害者の診断書料、司法解剖後の遺体搬送費等について公費で

負担します。 
【警察】 

 
（エ）被害直後の居住場所の確保 

自宅が犯罪行為の現場となった場合等に利用できる緊急避難場所公費

負担制度や、ハウスクリーニングに要する経費の公費負担制度について、

積極的な運用に努めます。 
【警察】 

 
（オ）弁護士相談費用の補助  

犯罪被害者等が、刑事・民事裁判等について相談できる法律相談支援

の周知を図るとともに、資力要件等で相談支援を利用できない人に対し

てその費用（弁護士相談費用）を補助します。 
【県民生活課】 

 
（カ）カウンセリング費用の公費負担 

ワンストップ支援センター（性暴力被害者サポートセンターこう

ち）の運営を委託し、性暴力被害に遭っても警察に相談できない被害

者に対して、カウンセリング費用を公費で負担します。 
【県民生活課】 

 
エ　経済的支援制度  
（ア）生活資金の補助 

犯罪等の被害により負担が生じた医療費や交通費等の生活資金の一部

を補助することにより、犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図ります。 
【県民生活課】 
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（イ）転居費用の補助 

犯罪等の被害により、自宅に居住することが困難になったと認めら

れる犯罪被害者等が、新たな住居へ転居するための転居費用を補助し

ます。 
【県民生活課】 

 
（ウ）犯罪被害者等損害賠償請求提訴再提訴費用の補助 

損害賠償請求訴訟の判決が確定したにもかかわらず、加害者による損

害賠償金の支払義務が履行されない場合において、時効成立前の再提訴

に要する費用（申立手数料（印紙代））を負担します。 
【県民生活課】 

 
 

（エ）市町村と連携した支援制度の実施 
（ア）から（ウ）までの経済的支援制度の活用について、市町村と連

携して周知に努めるとともに、事案の内容に対応した連携調整を行い、

犯罪被害者等が必要とする支援を早期に受けることができるよう市町村

と連携して取り組みます。 
【県民生活課】 
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（３）日常生活の支援（第 12 条）　  

 
○現状と課題 
犯罪被害者等の中には、犯罪等による身体的、精神的被害の治療のための

入院や通院、警察への事情聴取等への捜査協力や裁判への出廷、市町村窓口

での各種福祉制度の利用申請等の様々な対応が必要であるため、家事、育児、

介護等を行うための時間を十分に確保できない人もいます。また、精神的被

害が原因で、家事、育児、介護等が手につかない場合も少なくなく、日常生

活に支障を来す人もいます。 
犯罪被害者等の負担が軽減され、早期に平穏な日常生活を回復することが

できるよう、犯罪被害者等が直面している問題に応じて、必要な支援が提供

される必要があります。 
○施策の方向性 
犯罪被害者等が、１日も早く安心して暮らすことができるよう、市町村の

家事、育児、介護等に係る支援制度に関する情報を提供するとともに、民間

支援団体における直接支援の充実に取り組みます。 

 
ア　民間支援団体による支援  

「性暴力被害者サポートセンターこうち」の支援員が、犯罪被害者等

の要望に応じて病院や裁判所等への付き添いを行います。 
【県民生活課】 

「犯罪被害者等早期援助団体に対する情報提供制度」を積極的に運用し、

「こうち被害者支援センター」と連携して、裁判・検察庁への付き添い、

生活支援等の直接的支援を行います。 
【警察】 

 
イ　保護施設における一時保護、自立支援、生活支援等 

保護施設において、被害者等の安全の確保や心理的なカウンセリングを

十分に行うとともに、緊急時（夜間・休日を含む）についても、適正かつ

効果的な一時保護を実施します。また、犯罪被害者等が一時保護から自立

した生活へとつながるよう関係機関と連携をとり、日常生活支援の充実に

努めます。 
【人権・男女共同参画課】 
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ウ　市町村と連携した支援制度の活用 
市町村で実施している介護サービスや育児サービス等に関する情報提供

を行うとともに、犯罪被害者等が必要とする支援を早期に受けることがで

きるよう市町村との連携に努めます。 
【県民生活課】 
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（４）心身に受けた影響からの回復（第 13 条）　  

 
○現状と課題 
犯罪被害者等は、犯罪等により生命を奪われる、身体を傷つけられる、金

銭などを奪われるといった生命、身体、財産上の直接的な被害を受けるだけ

でなく、その後も被害のショックで心的外傷後ストレス障害（PTSD）、うつ

病、パニック障害などの疾患を来す場合があります。また、身体に被害を受

けた犯罪被害者の中には、長期にわたる治療を余儀なくされたり、重篤な後

遺症により看護や介護が必要になる場合もあります。 
○施策の方向性 
犯罪被害者等が心理的外傷や犯罪等により心身に受けた影響から回復でき

るようにするため、その心身の状況に応じた保健医療及び福祉サービスを医

療機関から受けられるよう、必要な情報提供等を行います。 

 
 

ア　保健医療サービス及び福祉サービスの提供 
（ア）カウンセリング費用の公費負担（再掲） 

ワンストップ支援センター（性暴力被害者サポートセンターこうち）

の運営を委託し、性暴力被害に遭っても警察に相談できない被害者に対

して、カウンセリング費用を公費で負担します。 
【県民生活課】 

 
（イ）犯罪被害者等に対する心の相談対応 

「精神保健福祉センター」において心の健康に関する相談、啓発等を

実施します。また、支援者を対象とした研修会等を開催し、情報提供に

努めます。 
【障害保健支援課】 

 
（ウ）受診情報等の適正な取扱い 

犯罪被害者等の受診情報の保護・流出防止に関する医療機関への周知

を行います。また、医療機関への立入検査の機会を利用する等、診療録

の管理・保存状況を確認し、必要に応じて指導します。 
【医療政策課】 

 
 



24 

（エ）ＰＴＳＤ等治療可能な医療機関に関する情報提供の推進 
　犯罪被害者等に心的外傷後ストレス（ＰＴＳＤ）等の診療ができる医

療機関に関する情報を提供します。 
【医療政策課】 

 
（オ）高次脳機能障害者への支援 

地域において高次脳機能障害者の支援が円滑に実施されるよう、高次

脳機能障害者支援地域協議会を設置し、支援センターにおける高次脳機

能障害者への支援・相談を実施するとともに、支援ネットワークの構築

を進めます。 
【障害保健支援課】 

 
（カ）子どもに関する相談支援体制の強化（再掲） 

児童相談所職員の専門性の強化を図るとともに、市町村における児

童家庭相談支援体制の充実を図ります。 

夜間・休日の電話相談員を配置し、24 時間 365 日の相談対応を行い

ます。 
【子ども家庭課】 

 
イ　教育現場における支援、相談体制の充実等 
（ア）学校及び児童相談所等の連携の充実 

全市町村の要保護児童対策地域協議会に参加し、学校や市町村教育

委員会、児童相談所等との連携強化及び情報共有に努めます。 
【人権教育・児童生徒課】 

 
（イ）心の教育センター（再掲） 

　犯罪被害者等を含む児童生徒からの相談等を、来所相談や出張相

談、電話、メール、LINE 等の相談で、適切に対応します。また、県

内全児童生徒を対象に、電話相談カードや、相談チラシを配布し、相

談窓口の周知に努めるとともに、教員等への教育相談研修を実施し、

相談対応能力の向上を図ります。　 
教育相談関係機関連絡協議を開催し、支援を必要とする児童生徒への

対応等について情報の共有をします。 
【心の教育センター】 
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（ウ）スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置拡充 
（再掲）  
犯罪被害者等である児童生徒及びその保護者への心理面や福祉面の

適切な支援を行うために、スクールカウンセラー及びスクールソーシ

ャルワーカーの配置等を拡充し、学校における相談体制の充実に努め

ます。さらに、教職員と専門スタッフや関係機関との連携強化に努

め、支援の充実を図ります。 
【人権教育・児童生徒課】 

 
ウ　警察による支援及び情報提供等  
（ア）被害少年が受ける精神的打撃軽減のための継続的支援の推進 

少年補導職員、被害少年カウンセリングアドバイザー等による支援を

継続的に実施します。 

【警察】 

 
（イ）犯罪被害者等に対するカウンセリングの充実等  

公認心理師資格を有する警察職員に対し、専門的な研修を実施し、そ

の技術・能力の向上に努め、当該職員を積極的に活用して犯罪被害者へ

のカウンセリングを実施するとともに、精神科医等による診察に係る医

療費の公費負担制度を適切に運用し、犯罪被害者等のニーズに応じたカ

ウンセリングの実施に努めます。 
【警察】 

 
（ウ）地域警察官による犯罪被害者等への訪問・連絡活動の推進 

犯罪被害者等の心情に十分配慮して、被害回復、被害拡大防止等に関

する情報提供、防犯指導、要望・相談の聴取を行うなど、地域警察官に

よる犯罪被害者等への訪問・連絡活動を効果的に推進します。 
【警察】 

 
（エ）女性警察官の配置 

　性犯罪捜査を担当する係への女性警察官の配置を促進するとともに、

性犯罪捜査専科の実施等により、担当職員の実務能力の向上を図ります。 

また、性犯罪被害者の身体からの証拠採取の際には女性警察官の活用を

図るほか、産婦人科医会や犯罪被害者等早期援助団体を始めとする民間

被害者支援団体との連携に努め、性犯罪被害者の心情に配慮した対応を
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強化します。 
【警察】 

 
（オ）被害児童からの事情聴取における配慮 

被害児童からの聴取に当たっては、検察庁、警察、児童相談所等の関

係機関が協議し、代表者による聴取を積極的に検討するほか、聴取の場

所、回数、方法等を考慮するなど、被害児童に配慮した取組を進めます。 
【警察】 

 
（カ）犯罪被害者等のための施設の改善 

犯罪被害者専用の事情聴取室や被害者支援用車両を活用するほか、犯

罪被害者等の心情に配慮した環境を整備します。 
【警察】 
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（５）安全の確保（第 14 条）　  

 
○現状と課題 

　　　犯罪被害者等は、被害後も同じ加害者から再び危害を加えられるのではな

いかという恐怖や不安を抱くことがあり、再被害の未然防止対策により、被

害者の安全の確保と精神的な負担の軽減を図る必要があります。また、児童

虐待、ストーカー事案や配偶者からの暴力事案のように、特定の者に対して

繰り返し行われ、次第にエスカレートして身体等に対して危害が及ぶおそれ

があるものについても、これを未然に防ぎ、被害者の安全を確保する必要が

あります。 
○施策の方向性 

　　　被害者が再び加害者から危害を加えられることがないよう、一時保護、施

設への入所による保護、犯罪被害者等に係る個人情報の適切な取扱いの確保

等、必要な支援を実施します。 

 
ア　施設における一時保護の実施 
（ア）保護施設における一時保護  

被害者等の安全の確保や心理的なカウンセリングを十分に行うととも

に、緊急時（夜間・休日を含む）についても、適正かつ効果的な一時保

護を実施します。さらに、一時保護入所者に対しては、関係機関等と連

携を図り、支援の充実に努めていきます。 
【人権・男女共同参画課】 

 
（イ）児童相談所における一時保護 

児童の安全確保のため、児童相談所等において一時保護を実施します。 
【子ども家庭課】 

 
イ　児童虐待の防止・早期発見のための体制整備等  

児童虐待に関する研修や児童虐待対応マニュアルの活用等により、職員

の知識向上を図るなどして、事案の早期発見に努めるとともに、児童の安

全の確認及び安全の確保を最優先とした児童虐待の未然防止に努めます。 
【警察】 
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ウ　犯罪被害者等に関する個人情報の保護に配慮した地域における犯罪発

生状況等の情報提供の実施 
地域住民自らが積極的に防犯対策を講ずる契機となるよう、犯罪被害

者等が特定されないよう工夫した上で、各種広報誌のほか、ウェブサイ

ト等を利用し、身近な場所で多発している性犯罪やつきまとい、子供へ

の声かけ、ひったくりの発生状況等を発信します。 
【警察】 

 
エ　警察における再被害防止措置の推進 

「再被害防止要綱」に基づき、同じ加害者に再び危害を加えられるおそ

れのある犯罪被害者等を再被害防止対象者に指定し、検察庁、刑事施設、

地方更生保護委員会、保護観察所その他の関係機関・団体と密接に連携し

ながら、必要な再被害防止措置を講じます。 
【警察】 

 
オ　警察における保護対策の推進  

暴力団等から危害を受けるおそれのある者を保護対象者として指定し、

その危害を防止するための必要な措置を講ずるなど、警察組織の総合力を

発揮した保護対策を推進します。 
【警察】 

 
カ　犯罪被害者等に関する情報の保護  

犯罪被害者等の氏名の発表に当たっては、匿名発表を望む犯罪被害者等

の意見と、報道の自由、国民の知る権利を理由として実名発表を望むマス

コミの要望を踏まえ、プライバシーの保護、発表することの公益性等の事

情を総合的に勘案しつつ、個別具体的な案件ごとに適切な発表内容となる

よう配慮します。また、報道発表を行う場合には、犯罪被害者等に対し、

事前に必要な情報を提供するよう努めます。　　 
【警察】 

 
キ　ストーカー事案への適切な対応  

ストーカー事案に対応する体制の整備、被害者の一時避難等の支援、被

害者情報の保護、被害者に対する情報提供、ストーカー被害予防のための

教育、加害者に関する取組等を推進し、被害者の安全確保を最優先とした

組織による迅速・的確な対応に努めます。　　　　　　　　　　【警察】 
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（６）居住の安定（第 15 条）　  

 
○現状と課題 

　　　犯罪被害者等は、自宅が事件現場で居住が困難となる場合、加害者に自宅

を知られている場合、配偶者等からの暴力により自宅以外に居住場所を確保

する必要がある場合など、様々な要因により引っ越しを余儀なくされる場合

があります。 
　　　しかしながら、このような場合、多額の治療費の負担などにより、経済的

余裕がないことに加え、精神的被害など、犯罪被害者等が自ら新たな居住先

を探し求めることが困難となることも少なくありません。 
　　　犯罪等により自宅に居住することが困難となってしまった犯罪被害者等に

対して、安定した住居の提供が必要とされています。 
○施策の方向性 

　　　犯罪被害者等が、犯罪等の被害により自宅に居住することが困難となった

場合において、犯罪被害者等のニーズに沿った的確な情報の提供や新たな居

住先を円滑に確保するための支援を行います。 

 
ア　一時保護  
（ア）保護施設における一時保護（再掲） 

被害者等の安全の確保や心理的なカウンセリングを十分に行うととも

に、緊急時（夜間・休日を含む）についても、適正かつ効果的な一時保

護を実施します。さらに、一時保護入所者に対しては、関係機関等と連

携を図り、支援の充実に努めていきます。 
【人権・男女共同参画課】 

（イ）職員住宅の目的外使用  
被害者等が、緊急に避難する必要があると認められる場合には、一時

的に職員住宅の使用を許可し、避難用建物として提供します。 
【人権・男女共同参画課、県民生活課】 

 
イ　優先入居 
（ア）県営住宅の優先入居  

県営住宅の公募抽選における優先的選考等により、犯罪被害者等の居

住の安定に努めます。また、犯罪被害者等に対する市町村の公営住宅に

おける優先入居等の取組の推進を図ります。 
【住宅課】 
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ウ　転居 
（ア）民間賃貸住宅に関する情報提供  

高知県居住支援協議会の活動に参加し、住宅確保要配慮者円滑入居賃

貸住宅の登録制度など住宅セーフティネット制度に関する情報の提供を

行います。 
【住宅課】 

 
（イ）転居費用の補助（再掲） 

犯罪等の被害により、自宅に居住することが困難になったと認めら

れる犯罪被害者等が、新たな住居へ転居するための転居費用を補助し

ます。 
【県民生活課】 
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（７）雇用の安定等（第 16 条）　  

 
○現状と課題 

　　　犯罪被害者等は、裁判への出廷や被害者の看護のために職場を欠勤しがち

になったり、被害による後遺症等のために従前と同様の労務が提供できなく

なったりするなど、犯罪等が犯罪被害者等の職業生活に影響を及ぼす場合が

あります。また、このような場合において、犯罪被害者等が置かれている状

況について、事業者の理解が足らず、犯罪被害者等がその職場で引き続き働

き続けることが困難となる事態もあり、犯罪被害者等の雇用の安定のための

支援が必要となっています。 
○施策の方向性 

　　　犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、犯罪被害者等の置かれた状況に対

する事業者の理解の促進や、犯罪被害者等のニーズに沿った的確な情報の提

供を実施します。 

 
 

ア　事業主等の理解の増進等  
（ア）事業主等の理解の増進  

高知労働局と連携して被害回復のための休暇制度等の周知・啓発に努

めます。また、犯罪被害者等が置かれている状況等について事業者等の

理解が深まるよう啓発を行うとともに、犯罪等による被害を理由とした

不利益な取扱い（二次被害）がないよう配慮を要請し、犯罪被害者等の

雇用の安定を図ります。 
【県民生活課、雇用労働政策課】 

 
（イ）労働相談対応と制度の周知 

労働委員会・高知労働局において、労働者と事業主との間で生じた労

働問題に関し相談に応じるとともに、適切な解決手段や相談機関の紹介

をします。そのため、労働者、事業者双方からの労働相談に対応できる

ように相談員に対して研修等を実施します。また、高知労働局の総合労

働相談コーナーの広報啓発・周知に努めます。 
【雇用労働政策課】 
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イ　雇用の安定 
（ア）就業を希望する女性に対する支援 

　一人ひとりの状況や適性、経歴などに応じたキャリア・コンサルテ

ィング、職業訓練などのスキルアップの機会への誘導、幅広い求人情

報を通じた職業紹介など、犯罪被害者等の事情に配慮しながら、安定

した就労に向け、より一層きめ細かな支援を行います。 
【人権・男女共同参画課】 

 
（イ）ひとり親家庭等支援センターにおける就業支援サービスの提供 

就業相談や求人情報の提供とともに、就業のための各種資格や技能を

取得する制度の案内なども行います。また手当や助成金、子どもの学費

等に対する貸付制度など、ひとり親家庭に対する公的支援制度の案内や

役所等で様々な手続を行うに当たっての同行支援等も行います。 
【子ども家庭課】 

 
（ウ）職業訓練の実施 

新規学卒者や再就職を希望する方に対し、県立高等技術学校等で実

施する職業訓練を活用した支援を行います。 
【雇用労働政策課】 
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２　犯罪被害者等を支える地域社会づくりのために 
（１）県民の理解の増進（第 17 条）　  

 
○現状と課題 

　　　犯罪被害者等は、犯罪等による直接的な被害だけでなく、近隣住民等の周

囲の人々の言動や、報道機関による過剰な取材・報道により、名誉や生活の

平穏を害されるといった二次被害により、更に精神的なダメージを受け、立

ち直りが遅れる場合があります。 
　　　犯罪被害者等の名誉や生活の平穏を害することがないよう十分配慮すると

ともに、犯罪被害者等が置かれている状況等について県民の理解を深めるこ

とが必要とされています。 
○施策の方向性 

　　　教育活動、広報活動等を通じて、犯罪被害者等の名誉や生活の平穏への配

慮の重要性等について県民の理解を深めるための施策を実施します。 

 
ア　犯罪被害者等支援に関する広報の実施  
（ア）県民の理解の増進 

犯罪被害者等が置かれている状況や犯罪被害者等の名誉又は生活の平

穏への配慮の重要性について、県民の理解を深めるため、広報誌やホー

ムページ等様々な県の広報媒体のほか、テレビやラジオ等の各種広報媒

体を活用し、広報・啓発に努めます。 
また、犯罪被害者等が抱える様々な問題に対して、直接被害者に接し

て支援を行う「こうち被害者支援センター」等の民間支援団体の意義、

活動等の広報に努めるとともに、犯罪被害者等がそれぞれの場面で必要

な支援を受けることができるよう、犯罪被害者等支援に関する広報の充

実に努めます。 
【県民生活課】 

 
高知労働局と連携して被害回復のための休暇制度等の周知・啓発に

努めます。また、犯罪被害者等が置かれている状況等について事業者

等の理解が深まるよう啓発を行うとともに、犯罪等による被害を理由

とした不利益な取扱い（二次被害）がないよう配慮を要請し、犯罪被

害者等の雇用の安定を図ります。（再掲） 
【雇用労働政策課、県民生活課】 
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人権施策基本方針に基づく犯罪被害者等の人権問題について、参考

図書、啓発リーフレット等の活用・配布を通じた周知・啓発や研修等

を行います。 
【人権・男女共同参画課、県民生活課】 

 
関係機関や民間支援団体と連携の上、犯罪被害者等の置かれた状況や

それを踏まえた支援施策等を様々な広報媒体を通じて広報するとともに、

街頭キャンペーンや講演会等の広報啓発活動を推進します。 
【警察】 

 
（イ）交通事故被害者等の声を反映した県民の理解の増進 

　交通事故被害者等の手記を取りまとめた冊子やパンフレット等を作成

し、交通安全講習会等で配布したり、交通安全の集い等において交通事

故被害者等による講演を実施します。 
運転者等に対する各種講習において、交通事故被害者等の手記や交通

事故に関する様々なデータ等を活用し、交通事故被害者等の現状や交通

事故の惨状等について県民の理解の増進に努めます。 
【警察】 

 
（ウ）被害が潜在化しやすい犯罪被害者に対する理解の促進 

様々な機会を通じて、性犯罪被害者や被害児童を始め被害が潜在化し

やすい犯罪被害者が置かれている状況等を広く周知し、県民の理解の促

進に努めます。 
【警察】 

 
イ　犯罪被害者月間等の集中した広報・啓発事業 
（ア）「犯罪被害者月間」に合わせた集中的な啓発事業の実施 

関係機関と連携し、「犯罪被害者月間（11 月１日～12 月１日）」に合

わせた広報啓発活動を実施し、犯罪被害者等支援への理解の増進を図り

ます。 
【警察、県民生活課】 
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（イ）犯罪被害者等施策に関係する広報啓発事業の実施 

「児童虐待防止推進月間（11 月）」を中心に、官民協働で広く県民

に児童虐待防止を啓発します。 
【子ども家庭課】 

 
ウ　教育現場における人権教育の実施　 
（ア）学校における犯罪被害者等の人権課題も含めた人権教育等の推進 

各学校における生命尊重や思いやり、規範意識などの心を育てる道

徳教育を推進します。 
【私学・大学支援課、小中学校課、特別支援教育課 

高等学校課、人権教育・児童生徒課】 

　　　　　　　　　

　学校訪問による助言・指導や研修会の開催等の人権教育指導を行い、 
私立学校における人権教育の推進に取り組みます。 

【私学・大学支援課】 

 
　各特別支援学校では、道徳教育の重点目標として、他者の立場を尊

重し、思いやりの気持ちや協調することの大切さを育むこととし、障

害種別に応じた取組の充実に努めます。 
【特別支援教育課】 

 
犯罪被害者等の人権課題も含めた人権学習の機会の提供及び人権教

育主任を中心とした教職員の人権感覚の向上を図り、教員活動全体を

通じた人権教育の充実を図ります。 
【人権教育・児童生徒課】 

 
（イ）いのちの教育プロジェクト 

児童生徒を性暴力の当事者（加害者、被害者、傍観者）にしないよう、

「性に関する指導の手引き」を活用した命の安全教育を推進していきま

す。 
【保健体育課】 

 
（ウ）中学生・高校生を対象とした講演会の実施等 

教育委員会等と連携し、中学生・高校生を対象に「命の大切さを学

ぶ教室」を開催することにより、犯罪被害者等への配慮・協力意識の
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かん養や次世代を担う若者の規範意識の向上に努めるとともに、社会

全体で被害者を支え、被害者も加害者も出さないまちづくりに向けた

気運の醸成を図ります。 
【警察】 

エ　二次被害の防止の促進 
（ア）二次被害の防止に関する理解の促進 

犯罪被害者等の二次被害の防止に関する意識の醸成を図るため、広

報、啓発に取り組むとともに、犯罪被害者等の視点に立ち犯罪被害者

等の人権等に配慮した報道がなされるよう、報道機関に協力を求めま

す。 
【県民生活課】 

 
（イ）インターネット上の誹謗中傷等への対応 

犯罪被害者等がインターネット上の誹謗中傷等、問題のある書き込

みによって二次被害を受けた場合は、関係機関と連携し、書き込みの

削除要請等の事態の改善に向けた支援に努めます。 
【県民生活課】 

 
（ウ）二次被害を防止するための対応 

犯罪被害者等の心情に配意した適切な報道対応を実施し、プライバ

シーの保護に努めます。また、自宅等への過剰な取材等に対しては、

犯罪被害者等の意向を確認の上、葬祭場等の管理者対策や自粛要請等

必要な助言を行うとともに、関係機関と連携し、犯罪被害者等の要望

に応じた対応を実施します。 
また、特に二次被害のおそれが大きいなど緊急の対応が必要である

と認められる事案について、日本司法支援センターや弁護士会と十分

な連携を図るとともに、弁護士相談など必要な支援を調整し、迅速に

提供する体制を構築します。 

 
【警察、県民生活課】 

 
 
 

 
 



37 

（２）人材の育成（第 18 条）　  

 
○現状と課題 

　　　犯罪被害者等に対し適切な支援を行うためには、その支援に従事する職員

等が犯罪被害者等の置かれている状況や心情を理解し、配慮に欠けた言動や

無理解による二次被害を生じさせないようにする必要があることから、職員

向けの研修会を開催するなど、様々な取組を行っています。 
　　　しかしながら、今もなお、行政機関等の対応窓口で、犯罪被害者等に無理

解な職員等から配慮に欠けた言動を受ける二次被害が生じています。 
　　　犯罪被害者等が置かれている状況や心情を理解した上で、その直面する

様々な問題に対し、職員等が適切に対応できるよう、人材の育成を図ること

が求められています。 
○施策の方向性 

　　　県は、現状と課題を踏まえ、犯罪被害者等の支援に従事する職員等が、犯

罪被害者等の心身の状況や置かれている状況等を理解し、犯罪被害者等が直

面する様々な問題に対応できるよう、職員向け研修会の内容を一層充実させ

るなど、人材の育成や資質の向上を図ります。 

 
ア　関係団体に対する研修の充実等  
（ア）市町村職員に対する研修 

各市町村に設置されている総合的対応窓口の職員を対象に、窓口機能

の強化を図ることを目的として研修を実施します。 
【県民生活課】 

 
（イ）性暴力被害者支援に関する研修 

性犯罪、性暴力の被害に遭った被害者に被害直後から関わり、身体的

被害の回復にあたるワンストップ支援の協力病院をはじめとする医療従

事者及び支援者に対し、関係機関と連携し性暴力被害者支援に関する研

修等を実施します。 
【県民生活課】 

 
（ウ）民間支援団体が行う人材養成研修に対する支援  

犯罪被害者支援員養成講座等、犯罪被害者支援に関わる人材の育成に

ついて広報を実施し、研修等を周知していきます。 
【県民生活課】 
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（エ）民生委員・児童委員に対する研修 

　地域における身近な相談者である民生委員・児童委員に対し、犯罪被

害者等の人権に配慮した適切な対応が行われるよう、必要な研修を実施

します。 
【地域福祉政策課】 

 
イ　職員等に対する研修の充実等 
（ア）高齢者虐待防止等のための研修の充実 

　高知県高齢者・障害者権利擁護センターを設置し、通報・相談体制の

整備を進めます。 
高齢者に対する虐待への対応力向上を目的に、高齢者福祉施設等職員

や虐待対応窓口となる地域包括支援センター職員、市町村に対する研修

の充実・強化に努めます。 
【長寿社会課】 

 
（イ）障害者虐待防止等のための体制の充実 

高知県高齢者・障害者権利擁護センターを設置し、通報・相談体制の

整備を進めます。 
障害福祉施設従事者や、市町村職員等を対象とした研修会の開催によ

り、関係機関の意識啓発や資質向上を図ります。 
【障害福祉課】 

 
（ウ）児童虐待防止等のための体制の充実 

児童相談所や児童養護施設等の専門性の強化や体制の充実を図ります。 
【子ども家庭課】 

 
（エ）学校における犯罪被害者等の人権課題も含めた人権教育の推進（再掲）  

犯罪被害者等の人権課題も含めた人権学習の機会の提供及び人権教

育主任を中心とした教職員の人権感覚の向上を図り、教員活動全体を

通じた人権教育の充実を図ります。 
【人権教育・児童生徒課】 

 
ウ　指定被害者支援要員制度の活用  

事件発生直後から犯罪被害者等に付き添い、必要な助言等を行ったり、
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カウンセラー、弁護士会、民間被害者支援団体等を紹介するとともに、こ

れらへの引継ぎを実施したりするなどの役割を果たす指定被害者支援要員

制度の積極的活用を図るとともに、指定被害者支援要員の知識・能力の向

上を図るための研修の充実に努めます。 

【警察】 

 
エ　警察における犯罪被害者等支援に携わる職員等への研修の充実  

あらゆる機会を捉えて犯罪被害者等支援の意義、性犯罪被害者への支援

要領、被害少年への支援要領、民間被害者支援団体との連携要領等に関す

る研修を行うとともに、犯罪被害者等の講演やロールプレイ方式による演

習、トラウマインフォームドケア教育を組み込むなど、研修内容の充実を

図り、二次被害の防止に努めます。 

　また、犯罪被害者支援に携わる職員に対しては、組織的なストレスケア

や研修等を実施し、代理受傷の未然防止に努めます。 
【警察】 
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（３）民間支援団体に対する支援（第 19 条）　  

 
○現状と課題 

　　　民間支援団体は、犯罪被害者等の様々な気持ちやニーズに即して、民間

ならではのきめ細かい支援を行っており、犯罪被害者等の支援を進める上

で大きな役割を果たしています。しかしながら、民間支援団体は善意の浄

財やボランティアに支えられているため、財政面や人材面で困難を抱えて

おり、将来にわたって安定した支援を行うには大きな課題を抱えていま

す。 
　　　民間支援団体の支援活動の促進のために、運営に必要な財源確保や相談

員、支援員等の確保・充実に向けた取り組みが必要となっています。 
○施策の方向性 

　　　県は、犯罪被害者等支援の中核を担う民間支援団体が安定した支援活動

を実施できるよう、その財源確保の取り組みや、相談員・支援員の公募

や、支援員の研修等の取り組みに対して必要な支援を行います。 

 
 

ア　民間支援団体に対する支援の充実　 
性暴力被害者が安心して相談でき、必要な支援を迅速に受けることが

できるよう取り組むとともに、｢性暴力被害者サポートセンターこうち｣

の人材育成・確保に関する事業等への支援を行います。 
「こうち被害者支援センター」を犯罪被害者等支援の活動拠点と位置

付け、支援のコーディネイトや相談体制の強化など、総合的な犯罪被害

者支援に協働で取り組みます。 
【県民生活課】 

 
「こうち被害者支援センター」への財政的援助の充実に努めるとともに、

同団体が行う養成講座や継続研修等への講師派遣等支援員の育成について

必要な支援を行います。また、様々な広報媒体を通じて、犯罪被害者等の

置かれた状況やそれを踏まえた施策実施の重要性、犯罪被害者等への援助

を行う団体の意義・活動等について広報に努めます。 
【警察】 
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参考資料 
 
○高知県犯罪被害者等支援条例 

　　　　　　(令和 2 年 3 月 27 日条例第 3 号) 
 

第 1 章　総則 
(目的) 

第 1 条　この条例は、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、県、県民、

事業者、市町村及び民間支援団体の責務及び役割等を明らかにするとともに、

犯罪被害者等の支援の基本となる事項を定めることにより、犯罪被害者等の支

援を総合的かつ計画的に推進し、もって犯罪被害者等が受けた被害の早期の回

復及び軽減並びに犯罪被害者等の権利利益の保護を図るとともに、誰もが安心

して暮らすことができる社会の実現に寄与することを目的とする。 

(定義) 
第 2 条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(1)　犯罪等　犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう 
(2)　犯罪被害者等　犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族をいう。 
(3)　二次被害　犯罪等による直接的な被害を受けた後に、周囲の無理解によ

る心ない言動、インターネット等を通じて行われる誹(ひ)謗(ぼう)中傷、報

道機関による過剰な取材等により、犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛、身

体の不調、名誉の毀損、私生活の平穏の侵害、経済的な損失等の被害をいう。 

(4)　民間支援団体　犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援

に関する法律(昭和 55 年法律第 36 号)第 23 条第 1 項に規定する犯罪被害者

等早期援助団体その他犯罪被害者等の支援をすることを主たる目的とする

民間の団体をいう。 

(5)　犯罪被害者等の支援　犯罪被害者等が、その受けた被害を回復し、又は

軽減し、安心して暮らすことができるよう支援し、及び犯罪被害者等がその

被害に係る法的手続に適切に関与することができるようにするための支援

をいう。 

(基本理念) 
第 3 条　犯罪被害者等の支援は、次に掲げる事項を基本理念として推進されな

ければならない。 

(1)　犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい

処遇を保障される権利が尊重されること。 
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(2)　犯罪被害者等が犯罪等により受けた被害の状況及び原因、犯罪被害者等

が置かれている生活環境その他の状況に応じて適切に対応するとともに、二

次被害が生ずることのないよう十分配慮すること。 

(3)　犯罪被害者等が安心して暮らすことができるよう、犯罪被害者等が被害

を受けた直後から必要な支援が途切れることなく提供されること。 

(4)　国、県、市町村、民間支援団体その他犯罪被害者等の支援に関係するも　

のによる相互の連携及び協力の下、犯罪被害者等を支えることにより誰もが

安心して暮らすことができる地域社会の形成を促進すること。 

(県の責務) 
第 4 条　県は、前条の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、国、県

民、事業者、市町村及び民間支援団体との役割分担を踏まえ、相互に有機的に

機能することができるよう主体的に働き掛けて、その調整を行い、二次被害を

生じさせることのないよう十分配慮するよう努めるとともに、地域の実情に応

じた犯罪被害者等の支援に関する施策を総合的に策定し、及び計画的に実施す

る責務を有する。 

2　県は、犯罪被害者等の支援において市町村が果たす役割に鑑み、市町村が犯

罪被害者等の支援に関する施策を策定し、及び実施するために必要な情報の提

供、助言その他の支援を行うものとする。 

(県民の役割) 
第 5 条　県民は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯

罪被害者等の支援の必要性についての理解を深め、二次被害を生じさせること

のないよう十分配慮するよう努めるものとする。 

2　県民は、県及び市町村が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力す

るよう努めるものとする。 

(事業者の役割) 
第 6 条　事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び

犯罪被害者等の支援の必要性についての理解を深め、その事業活動を行うに当

たっては、二次被害を生じさせることのないよう十分配慮するよう努めるもの

とする。 

2　事業者は、県及び市町村が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力

するよう努めるものとする。 

3　事業者は、その雇用する犯罪被害者等が受けた被害の回復又は軽減を図り、

及びその被害に係る法的手続に適切に関与することができるよう、就労に関し

必要な配慮を行うよう努めるものとする。 

(市町村の役割) 
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第 7 条　市町村は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び

犯罪被害者等の支援の必要性についての理解を深めるよう努めるものとする。 

2　市町村は、国、県及び民間支援団体等との役割分担を踏まえて、地域の状況

に応じた犯罪被害者等の支援に関する施策を策定し、及び実施するとともに、

二次被害を生じさせることのないよう十分配慮し、県が実施する犯罪被害者等

の支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

(民間支援団体の役割) 
第 8 条　民間支援団体は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状

況及び犯罪被害者等の支援の必要性についての理解を深め、犯罪被害者等の支

援を行うに当たっては、専門的知識及び経験を活用し、迅速かつきめ細かな支

援を行うとともに、県及び市町村が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策

に協力するよう努めるものとする。 

(個人情報の適正な管理) 
第 9 条　県、事業者、市町村、民間支援団体その他犯罪被害者等の支援に関係す

るものは、犯罪被害者等又はその関係者から提供を受けた個人情報を適正に取

り扱わなければならない。 

 
第 2 章　基本的施策 

(相談窓口の設置、情報の提供等) 
第 10 条　県は、犯罪被害者等の支援のための相談窓口を設置して、犯罪被害者

等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるよう、犯罪被害者等が直

面している各般の問題について相談に応じるとともに、必要な助言、情報の提

供、関係機関等への働き掛け、支援の調整等を行い、犯罪被害者等の援助に理

解のある専門職を紹介する等必要な施策を講ずるものとする。 

(経済的負担の軽減) 
第 11 条　県は、犯罪等又は二次被害に起因する犯罪被害者等の経済的負担の軽

減を図るため、経済的な助成に関する情報の提供、助言その他の必要な施策を

講ずるものとする。 

(日常生活の支援) 
第 12 条　県は、犯罪被害者等が早期かつ円滑に安心して日常生活を営むことが

できるよう必要な施策を講ずるものとする。 

(心身に受けた影響からの回復) 
第 13 条　県は、犯罪被害者等が心理的外傷その他犯罪等により心身に受けた影

響から回復できるようにするため、その心身の状況等に応じた適切な保健医療

サービス、福祉サービス、学校における支援等が提供されるよう必要な施策を
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講ずるものとする。 

(安全の確保) 
第 14 条　県は、犯罪被害者等が更なる犯罪等により被害を受けることを防止し、

その安全を確保するため、一時保護、施設への入所による保護、防犯に係る指

導、犯罪被害者等に係る個人情報の適正な取扱いの確保その他の必要な施策を

講ずるものとする。 

(居住の安定) 
第 15 条　県は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被

害者等の居住の安定を図るため、県営住宅(高知県営住宅の設置及び管理に関

する条例(平成 9 年高知県条例第 3 号)第 2 条第 1 号に規定する県営住宅をい

う。)への入居における特別の配慮、一時的な利用のための住居の提供その他

の必要な施策を講ずるものとする。 

(雇用の安定等) 
第 16 条　県は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るとともに、職場における二次

被害を防止するため、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害者等の支

援の必要性について事業者の理解を深めるための必要な施策を講ずるものとす

る。 

(県民の理解の増進) 
第 17 条　県は、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等の名誉又は生

活の平穏への配慮の重要性、犯罪被害者等の支援の必要性等について県民の理

解を深め、二次被害の防止等を図るための広報及び啓発、教育の充実その他の

必要な施策を講ずるものとする。 

(人材の育成) 
第 18 条　県は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、犯罪被害者等からの相

談の業務、日常生活の支援その他の犯罪被害者等の支援に従事する人材を養成

するために必要な施策を講ずるものとする。 

(民間支援団体に対する支援) 
第 19 条　県は、民間支援団体の活動の促進を図るため、犯罪被害者等の支援に

関する情報の提供、助言その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 
第 3 章　推進の体制等 

(連携体制の整備) 
第 20 条　県は、国、市町村、民間支援団体その他の犯罪被害者等の支援に関係

するものと連携し、相互に協力して犯罪被害者等の支援を推進するための体制

を整備するものとする。 
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(支援に関する指針) 
第 21 条　県は、犯罪被害者等の支援を総合的かつ計画的に推進するため、犯罪

被害者等の支援に関する指針(以下「指針」という。)を定めるものとする。 
2　指針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1)　犯罪被害者等の支援に関する基本方針 
(2)　犯罪被害者等の支援に関する具体的施策 
(3)　前 2 号に掲げるもののほか、犯罪被害者等の支援を推進するために必要

な事項 

3　県は、指針を定めるに当たっては、あらかじめ、次条に規定する高知県犯罪

被害者等支援推進会議の意見を聴くとともに、県民の意見を反映するために必

要な措置を講ずるものとする。 

4　県は、指針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。 
5　前 2 項の規定は、指針の変更について準用する。 
6　県は、指針に基づく施策の実施状況について、適宜公表するものとする。 

(高知県犯罪被害者等支援推進会議) 
第 22 条　犯罪被害者等の支援に関する施策の推進に関し、必要に応じて重要事

項を調査審議させるため、高知県犯罪被害者等支援推進会議(以下この条にお

いて「推進会議」という。)を置く。 
2　県は、指針に基づく施策の実施状況等を推進会議において検証し、必要な措

置を講ずるものとする。 

3　推進会議は、犯罪被害者等の支援に関する事項に関し、知事に意見を述べる

ことができる。 

4　推進会議は、委員 12 人以内で組織する。 
5　委員は、学識経験者、民間支援団体又は関係団体の職員等のうちから知事が

委嘱する。 

6　委員の任期は、2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

7　委員は、再任されることができる。 
8　委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も同様とする。 

9　推進会議に会長を置き、委員の互選によって定める。 
10 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 
11 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した

委員が、その職務を代理する。 

12 推進会議の庶務は、高知県文化生活スポーツ部において処理する。 
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13 前各項に規定するもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が

推進会議に諮って定める。 

(財政上の措置) 
第 23 条　県は、犯罪被害者等の支援を推進するために必要な財政上の措置を講

ずるよう努めるものとする。 
附　則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 
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